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Ａ．管内のインフルエンザ流行状況

　新型インフルエンザ（A/H1N1）の流行は平成２１年９
月下旬（４０週）から始まり、１１月中旬（４６週）でピーク
となり、平成２２年３月中旬で終息となった。
　患者の約９０％は２０歳未満で、小・中学生の年齢が約
５１％を占めた。
　流行期間中の学校等（保育園（所）、幼稚園含む）で
学級閉鎖等の閉鎖措置を行った数は、延べで８４０校で
あった。

Ｂ．目的
　インフルエンザの感染拡大防止に有効といわれている
学級閉鎖等の閉鎖措置の効果について、各学校から報告
があった、インフルエンザによる欠席者の状況をまと
め、欠席率の減少から効果を検証する。
　また、有効的な閉鎖措置の時期等についても検証し、
今後の対策に参考とする。

Ｃ．方法
　松本保健福祉事務所管内の小・中学校の中で、中規模
以上の学校（小学校：児童数３００人以上、中学校：生徒
数２００人以上）６６校から報告があったインフルエンザに
よる欠席者（出席停止者）について、出席停止率の推移
をまとめる。
ᾇ　流行期間中（９月下旬～３月中旬）に学年閉鎖・休

校の措置を行った学校４８校（学年閉鎖４２校（内２学年閉
鎖２校）、休校６校）の閉鎖中の最大出席停止率と、閉
鎖終了翌日の出席停止率を比較し、減少率を検討する。
ᾈ　学校での流行の目安を、出席停止率が５％以上と
し、閉鎖が流行の期間内と期間外では出席停止率の減少
率がどのように違うかを検証し、閉鎖時期について考察
する。
ᾉ　閉鎖の目安については、流行初期では１０％以上その
後２０％以上の罹患率とされたが、閉鎖対象学年または学
校全体の閉鎖時の罹患率の違いによる減少率を比較し、
少数の罹患者での閉鎖が有効かどうか検証する。
ᾊ　閉鎖日数による減少率の違いについて検証すし、効
果的な閉鎖日数を考察する。
ᾋ　学年閉鎖（４２校）と休校（６校）の減少率の違いを
検証する。

Ｄ．結果
ᾇ　閉鎖後の出席停止率の減少率
　４８校の平均減少率　４１．０％
（内訳）
　　０％以下～１０％未満　　６校
　　１０％以上～３０％未満　　１０校
　　３０％以上～５０％未満　　１２校
　　５０％以上～７０％未満　　１４校
　　７０％以上～　　　　　　６校
　出席停止率の減少率が１０％未満については、閉鎖によ
る効果が小さかったと考えられ、４８校中６校が該当し
た。また、効果が高かった考えられる減少率５０％以上に
ついては、２０校（全体の約４２％）が該当した。
ᾈ　出席停止率５％を目安とした流行期内外の閉鎖によ
る減少率の比較
・流行内　４１校中　減少率１０％未満　　３校（７％）
　　　　　　　　　　　　５０％以上　　１９校（４６％）
・流行外　７校中　減少率１０％未満　　３校（４３％）
　　　　　　　　　　　　５０％以上　　１校（１４％）

　流行期外で閉鎖を行った７校の内、３校（４３％）が減
少率１０％未満で、閉鎖による感染防止の効果が殆んどな
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かった。また、流行期内での閉鎖を行った４１校の内、１９
校（４６％）が減少率５０％以上で、閉鎖による感染拡大防
止の効果があった。
ᾉ　閉鎖時の罹患率の違いによる減少率の比較
　減少率　　　　　　閉鎖時の罹患率の平均
　１０％未満（６校）　　１４．１％
　１０％以上（４２校）　　１８．９％
　４８校の閉鎖時の罹患率の平均は１８．６％であったが、閉
鎖の効果が小さかった減少率１０％未満の６校について
は、罹患率が１４．１％であった。
　流行早期での閉鎖は、流行拡大防止には効果が少ない
結果となった。
ᾊ　閉鎖日数による減少率の違い
　平均閉鎖日数（土日休日含む）　５．９日
　　閉鎖日数　　　　　　減少率の平均
　　５日以下（１２校）　　　３４．５％
　　６日以上（３６校）　　　４３．９％
　　７日以上（１６校）　　　５０．２％
　閉鎖期間については、各学校でまちまちであったが、
６日の期間が２０校で最も多く、続いて７日が１２校であっ
た。上記の結果から、閉鎖期間が６日以上で効果が大き
くなることが判った。
ᾋ　学年閉鎖と休校の減少率の違い
　　学年閉鎖（４２校）　　減少率　３７．６％
　　休校（６校）　　　　減少率　６３．５％
　学年閉鎖より休校の方が減少率が大きく、閉鎖による
流行拡大防止には効果が高かった。

Ｅ．考察
　流行拡大防止には学級閉鎖等の閉鎖措置が有効である
といわれているが、季節性のインフルエンザではワクチ
ン接種の状況などで、正確な検証は困難であった。しか
し、昨年流行した新型インフルエンザ（A/H1N1）につ
いては、ほとんどの人が抗体がなく、ワクチン接種をし
ていない状況で流行が始まったため、閉鎖措置の効果が
判定できるのではないかと考え、各学校から報告があっ
たデータの解析を試みた。
　結果は、約８８％の学校で出席停止率が１０％以上減少
し、約４２％の学校で５０％以上の減少となった。この結果
から、閉鎖は一定の効果があると考えられる。
　しかし、閉鎖のタイミングについては、流行早期では
効果が少ない場合が多く、また、罹患者が少ないと効果
が上がらない結果となった。
　また、閉鎖日数は６日以上が効果的であるとの結果と
なった。

Ｆ．結語
　各学校からの報告は、クラス単位の欠席者の報告では
なく、学校全体の数で報告されたため、閉鎖措置で最も

多かった学級閉鎖については、検証することができな
かった。
　しかし、今回の検証から、学年閉鎖及び休校の閉鎖措
置は感染拡大防止には効果的な方法であることが改めて
確認できた。
　また、今回の結果から有効的な閉鎖方法は、ある程度
感染が拡大した流行期に、広範囲な規模で１週間程度行
う閉鎖が効果的であることが判った。
　最後に、インフルエンザの対応で忙しい中、毎日貴重
な報告をしていただいた各学校の先生方に感謝申し上げ
ます。 
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